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住民監査請求に係る監査の結果

第１ 監査の請求

１ 請求人

徳島県徳島市山城西４丁目１３－１

市民オンブズマン徳島 代表理事 浜川 健一

徳島県美馬市脇町木ノ内４０１０番地２

井上 博喜

２ 請求書の提出日

令和２年１０月２３日

３ 請求の要旨（原文のまま）

美馬市が、美馬市人権教育推進協議会に対し、平成２７年度から令和元年度までの

各年度に交付した、各年度 427万 5000円、合計 2137万 5000円の教育活動団体補助
金の返還請求を怠る行為は違法なので、同協議会に対し 2137万 5000円を美馬市に返
還するよう請求することを求める。

４ 請求の受理

本件請求については、地方自治法（以下「法」という。）第２４２条に規定する要件

を具備しているものと認め、令和２年１１月４日付けでこれを受理した。

第２ 監査の実施

１ 監査対象事項

本件請求の内容から、美馬市が美馬市人権教育推進協議会（以下「協議会」という。）

に対して、平成２７年度から令和元年度に交付した美馬市教育活動団体補助金（以下

「補助金」という。）について、補助金額の確定が違法又は不当な行為に当たるか否か、

また、財産の管理を怠る事実があるかどうかを監査対象とした。

２ 監査対象機関

美馬市教育委員会事務局地域学習推進課（以下「所管課」という。）

３ 請求人による証拠の提出及び陳述

令和２年１１月１６日に請求人に対し、法第２４２条第７項の規定に基づき証拠の

提出及び陳述の機会を付与した。
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なお、請求人は陳述を辞退し、新たな証拠の提出はなかった。

４ 監査対象機関、関係職員による陳述等

所管課に対して、弁明書及び関係書類の提出を求めるとともに、令和２年１１月２

６日に関係職員の陳述を聴取した。

５ 関係人調査

協議会会長及び前会長に対して、平成２７年度から令和元年度における支出証拠書

類の写し及び証拠となる写真等の提出を求めた。

第３ 監査の結果

１ 事実関係の確認

（１）補助金の交付先について

協議会の会則によれば、協議会の目的は、「人権教育を推進し、基本的人権確立

の実現に努めることを目的とする。」と規定され、人権教育のための各種事業の

全体計画の策定、関係機関及び支部との連携強化、人権教育推進のための各種

調査研究、講演会等の開催などが主な事業である。また、協議会は、脇町支部・

美馬支部・穴吹支部・木屋平支部の４支部で構成されており、事務局は美馬市教

育委員会に置かれている。

（２）補助金額の確定について

補助金額の確定については、美馬市の規則及び要綱において次のように規定さ

れている。

【美馬市補助金交付規則】（以下「規則」という。）

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を

受けたときを含む。）は、実績報告書に市長の定める書類を添えて、市長に報

告しなければならない。

第１２条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合においては、報告書等

の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助

事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するも

のであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。

【美馬市教育活動団体補助金交付要綱】（以下「要綱」という。）

第７条 規則第１１条に規定する実績報告は、美馬市教育活動団体補助金実績

報告書（様式第６号）により行うものとする。

２ 前項の実績報告書には、次の書類を添付するものとする。
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（１） 事業報告書（様式第７号）

（２） 収支決算書（様式第８号）

（３） 支出証拠書類の写し、証拠となる写真等

（３）支出証拠書類の写し、証拠となる写真等について

関係職員の陳述によると、支出証拠書類の写し、証拠となる写真等については、

所管課内に置かれている協議会事務局において保管されている。しかし、本件住

民監査請求前に行われた請求人からの公文書開示請求にあたって、開示した文書

に支出証拠書類の写し等を含まなかった。その理由は、これらの書類は協議会の

文書として取り扱われており、これまでの公文書開示請求においても、これらの

書類は公文書ではないことから開示されておらず、企画総務部総務課と協議した

結果、その前例に基づいて今回の公文書開示請求時においてもこれまでと同様の

対応とした。なお、証拠となる写真については、所管課が保管するものも存在し

たが、肖像権等が個人情報にあたるという理由から開示できなかった。

（４）協議会が保管する資料について

協議会が保管している平成２７年度から令和元年度の資料について調査したと

ころ、以下の資料の存在が確認された。

ア 平成２７年度

① 支出証拠書類

② 証拠となる写真

イ 平成２８年度

① 支出証拠書類

② 証拠となる写真

ウ 平成２９年度

① 支出証拠書類

② 証拠となる写真

エ 平成３０年度

① 支出証拠書類

② 証拠となる写真

オ 令和元年度

① 支出証拠書類

（５）支出証拠書類の調査結果について

支出証拠書類について調査を行った結果は、以下のとおりである。

ア 平成２７年度
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収支決算書の金額と支出証拠書類の合計額は合致していることが確認された。

イ 平成２８年度

収支決算書の金額と支出証拠書類の合計額は合致していることが確認された。

ウ 平成２９年度

支出証拠書類が未提出のため、収支決算書の金額と支出証拠書類の合計額が合

致しているかどうかは確認できなかった。

エ 平成３０年度

支出証拠書類が未提出のため、収支決算書の金額と支出証拠書類の合計額が合

致しているかどうかは確認できなかった。

オ 令和元年度

支出証拠書類が未提出のため、収支決算書の金額と支出証拠書類の合計額が合

致しているかどうかは確認できなかった。

（６）令和元年度補助金交付事務について

令和元年度の補助金交付事務の時系列は、以下のとおりである。

①令和元年 ５月２１日 補助金交付申請書受領

②令和元年 ５月２４日 補助金交付決定通知書送付

③令和元年 ６月２７日 補助金（概算払）入金日

④令和２年 ３月３１日 補助金実績報告書受領

⑤令和２年 ３月３１日 補助金額確定通知書送付

⑥令和２年 ８月２７日 令和元年度協議会の活動費に伴う領収書及び内容

確認に必要な書類の提出について（依頼）送付

⑦令和２年 ９月１１日 令和元年度協議会の活動費に伴う領収書及び内容

確認に必要な書類の提出について（再依頼）送付

⑧令和２年 ９月１７日 令和元年度協議会の活動費に伴う領収書及び内容

確認に必要な書類の提出について（回答）受領

⑨令和２年１０月１６日 補助金交付決定の一部取消し及び返還について

（通知）送付

⑩令和２年１０月２９日 補助金返還金入金日

（７）補助金交付決定の一部取消し及び返還について

令和元年度における協議会による支出について、支出の目的及び内容が明らか

でないため、規則第９条及び第１１条並びに要綱第７条第１項及び第２項第３号

に基づき、以下①から⑥までの支出の合計２９９万８，０００円と、併せて規則

第１０条第１項及び第１３条第１項に基づき令和元年度分の補助金から美馬支部

への支払いを命じていた３７万４５５円の総額３３６万８，４５５円については、
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規則第１３条に違反するため、規則第１５条に基づき、補助金の交付の決定を取

り消した。

また、補助金の交付の決定を取り消した３３６万８，４５５円のうち、３７万

４５５円については、美馬市教育委員会の預かりとなっているため、残りの２９

９万８，０００円を規則第１６条第１項に基づき、令和２年１０月３０日までに

返還するよう命じ、令和２年１０月２９日に協議会から返還金が入金された。

① 穴吹支部現地研修視察６人 ４６８，０００円

② 脇町支部現地研修視察６人 ４６８，０００円

③ 全国人権・同和教育研究大会参加費１２人 １，０３２，０００円

④ 穴吹支部現地研修経費 参加者不明 ５００，０００円

⑤ 脇町支部現地研修経費 参加者不明 ５００，０００円

⑥ 用途不明 ３０，０００円

２ 監査委員の判断

（１）監査請求期間について

最判平成１４年７月２日によれば、怠る事実については監査請求期間の制限が

ないのが原則であり、その制限が及ぶというべき場合はその例外に当たることに

かんがみれば、監査委員が怠る事実の監査を遂げるためには、特定の財務会計上

の行為の存否、内容等については検討しなければならないとしても、当該行為が

財務会計法規に違反して違法であるか否かの判断をしなければならない関係には

ない場合には、これに法第２４２条第２項（監査請求期間の制限）を適用すべき

ものではないとしている。

これは、怠る事実に係る監査請求において、監査委員がその前提とする該当財

務会計行為の違法性の有無を判断しなければならない場合（不真正怠る事実）に

は、期間制限の適用があり、当該財務会計行為の違法性を判断しない場合（真正

怠る事実）には期間制限の適用がないということを示したものである。

そこで、本件監査請求のうち、補助金の返還請求を怠る事実が上記の例外的な

場合に当たるかどうかについて検証する。

本件における補助金額の交付は概算払いであり、後に補助金額の確定と精算手

続きがなされるが、概算払いが財務会計上の行為であることは当然として、後の

精算手続きも財務会計上の行為に当たると考える（最高裁平成７年２月２１日第

三小法廷判決参照）。もっとも、精算手続きは補助金額が確定した段階で行われる

ところ、補助金額の確定自体は確認的な事実上の行為に過ぎず、それを踏まえた

返還請求や精算手続きが財務会計上の行為に当たると考える。つまり、規則第１

２条に規定する補助金額の確定は財務会計上の行為ではなく、規則第１５条に規

定する補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すといった精算行為が財務会
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計上の行為にあたる。

本件の怠る事実の監査請求において、監査委員は、当該補助金額の確定の違法・

不当を判断する必要があるところ、上記のとおり補助金額の確定は財務会計上の

行為ではないことから、財務会計行為の違法性を判断しない場合（真正怠る事実）

にあたり、期間制限の適用がないと考える。

（２）補助金額の確定等の違法性・不当性について

規則第１１条では「補助事業者は、補助事業が完了したときは、実績報告書に

市長の定める書類を添えて、市長に報告しなければならない。」と定め、要綱第７

条第２項によって、実績報告書の添付資料を求めている。

本件請求においては、平成２７年度から令和元年度に提出された実績報告書に

要綱第７条第２項で求められている資料が添付されておらず、違法に補助金額を

確定し、補助金を支出したと主張しているものと解される。

この点、所管課は、協議会事務局を担当する市の職員が、支出の毎に支出命令

書を作成し、所管課において回覧するなど、すべての支出について、日頃から支

出内容を適切に審査していた。さらに、補助金額の確定に係る決裁時においては、

要綱第７条第２項の添付資料として、事業報告書（様式第７号）、収支決算書（様

式第８号）及び証拠となる写真等を添付し、適法に補助金額の確定を行っている。

また、支出証拠書類の写し及び証拠となる写真等を公文書開示請求時に開示でき

なかった理由については、上記事実関係の確認（３）のとおりであると説明した。

そこで、監査委員が補助金額の確定が違法又は不当に行われていたかどうか審

査するために、証拠となる写真等の提出を所管課に求めたところ、平成２７年度

から平成３０年度について実績報告書に添付された証拠となる写真が提出された。

また、支出証拠書類の写しを関係人である協議会に求めたところ、平成２７年度

及び平成２８年度分の資料は提出されたが、平成２９年度以降の資料については、

協議会事務局において保管されていることが確認されたものの、提出までは至ら

なかった。なお、現行法上、監査に当たり関係人に対し資料の提供等を強制する

ことはできないと解される。

したがって、確認できている事実関係及び揃っている資料を基に判断せざるを

得ないが、平成２７年度及び平成２８年度については、上記事実関係の確認（５）

のとおり、収支決算書の金額と証拠書類の写しの合計額は合致していることが確

認され、当該期間の補助金額の確定は違法又は不当とは判断できない。また、平

成２９年度及び平成３０年度については、補助金額の確定の違法性・不当性を認

めるに足りる証拠はなく、当該期間の補助金額の確定についても違法又は不当と

は判断できない。

他方、令和元年度については、上記事実関係の確認（７）のとおり、多額の使
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途不明金が発生しており、実績報告書等の書類の審査及び現地調査等を行わずに

交付すべき補助金額を確定した可能性があり、違法に補助金額を確定したと判断

できる。

（３）財産の管理を怠る事実について

怠る事実とは、財務会計上の作為義務を負担しながら不作為を継続している状

態であるといえるが、本市に損害が発生していると評価できる令和元年度分の補

助金については、すでに補助金交付決定の一部取り消しがなされており、取り消

された交付済みの補助金についても協議会より返還されている。

よって、作為義務が履行されており、怠る事実は見当たらない。

３ 結論

上記の判断により、本件請求については、理由がないものであり、これを棄却す

る。なお、美馬市長に対して、次のとおり意見を述べる。

第４ 監査委員の意見

本件請求について、補助金の交付にあたり、市民の疑念を招いたことは、誠に遺憾

であると言わざるをえない。また、補助金の額や使途等については、市民の関心がある

ところでもあり、交付する側においては、十分な説明責任を果たしていかなければなら

ないものである。今後については、法、交付規則等の関係法令の規定に基づき、実績報

告審査の厳格化及び実施状況についての調査の徹底等、より厳しい認識を持って適正な

執行に努められるとともに、平成３０年度以前の本件補助金についても再度、関係書類

を精査するなかで、必要があれば、関係法令の規定に則り、適正な措置を図られるよう

要望する。


